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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　消費対象の供給余力に基づいて制限パラメータを設定する制限パラメータ設定部と、
　前記制限パラメータ設定部にて設定された前記制限パラメータを送信する送信部と、
　前記消費対象の中央供給源と複数のノードとの間に各々接続される複数のスイッチング
システムと、
　を備え、
　前記複数のスイッチングシステムの各々は、
　　前記送信部にて送信された前記制限パラメータを受信する受信部と、
　　前記受信部にて受信した前記制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選部と
、
　　前記抽選部にて当選した場合に、前記消費対象を伝送可能となるように前記中央供給
源と前記ノードとを接続し、かつ／又は、前記抽選部にて落選した場合に、前記消費対象
を伝送不可能となるように前記中央供給源と前記ノードとの接続を切断するスイッチ部と
、
　を備えたことを特徴とする需要供給バランシングシステム。
【請求項２】
　前記ノードは、前記消費対象を消費する消費箇所であり、
　前記スイッチ部が前記中央供給源と前記ノードとを接続することで、前記中央供給源か
ら前記ノードに前記消費対象が伝送されることを特徴とする請求項１に記載の需要供給バ
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ランシングシステム。
【請求項３】
　前記消費対象は、電力であり、
　前記消費箇所は、電力消費機器であることを特徴とする請求項２に記載の需要供給バラ
ンシングシステム。
【請求項４】
　前記ノードは、前記消費対象を提供する小規模供給源であり、
　前記スイッチ部が前記中央供給源と前記小規模供給源とを接続することで、前記小規模
供給源から前記中央供給源に前記消費対象が伝送されることを特徴とする請求項１に記載
の需要供給バランシングシステム。
【請求項５】
　前記消費対象は、電力であり、
　前記小規模供給源は、蓄電装置であることを特徴とする請求項４に記載の需要供給バラ
ンシングシステム。
【請求項６】
　前記消費対象の料金の単価が前記中央供給源の前記供給余力に基づいて決定されること
を特徴とする請求項１に記載の需要供給バランシングシステム。
【請求項７】
　前記スイッチングシステムは、調整係数を設定する調整係数設定部をさらに備え、
　前記当選確率は、前記調整係数設定部にて設定された前記調整係数に基づいて調整され
ることを特徴とする請求項１ないし６のいずれか一項に記載の需要供給バランシングシス
テム。
【請求項８】
　前記調整係数設定部は、ユーザの操作に基づいて前記調整係数を設定することを特徴と
する請求項７に記載の需要供給バランシングシステム。
【請求項９】
　前記制限パラメータ設定部は、前記供給余力が小さいほど前記当選確率が小さくなるよ
うな前記制限パラメータを設定することを特徴とする請求項２又は３に記載の需要供給バ
ランシングシステム。
【請求項１０】
　前記制限パラメータ設定部は、前記供給余力が小さいほど前記当選確率が大きくなるよ
うな前記制限パラメータを設定することを特徴とする請求項４又は５に記載の需要供給バ
ランシングシステム。
【請求項１１】
　前記消費対象の中央供給源をさらに備えたことを特徴とする請求項１ないし９のいずれ
か一項に記載の需要供給バランシングシステム。
【請求項１２】
　消費対象の中央供給源とノードとの間に接続されて用いられるスイッチングシステムで
あって、
　送信されてきた制限パラメータを受信する受信部と、
　前記受信部にて受信した前記制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選部と、
　前記抽選部にて当選した場合に、前記消費対象を伝送可能となるように前記中央供給源
と前記ノードとを接続し、かつ／又は、前記抽選部にて落選した場合に、前記消費対象を
伝送不可能となるように前記中央供給源と前記ノードとの接続を切断するスイッチ部と、
　を備えたことを特徴とするスイッチングシステム。
【請求項１３】
　複数の請求項１２に記載のスイッチングシステムとともに、需要供給バランシングシス
テムを構成するための需要供給管理システムであって、
　前記中央供給源における前記消費対象の供給余力に基づいて、前記抽選部における前記
抽選に用いる制限パラメータを設定する制限パラメータ設定部と、
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　前記制限パラメータ設定部にて設定された前記制限パラメータを、前記複数のスイッチ
ングシステムに送信する送信部と、
　を備えたことを特徴とする需要供給管理システム。
【請求項１４】
　前記制限パラメータは、前記抽選における前記当選確率を示す、請求項１３に記載の需
要供給管理システム。
【請求項１５】
　消費対象の中央供給源とノードとの間に接続されて用いられるスイッチ部と通信可能な
装置に、
　送信されてきた制限パラメータを受信する受信ステップと、
　前記受信ステップにて受信した前記制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選
ステップと、
　前記抽選ステップにて当選した場合に、前記消費対象を伝送可能となるように前記中央
供給源と前記ノードとを接続し、かつ／又は、前記抽選ステップにて落選した場合に、前
記消費対象を伝送不可能となるように前記中央供給源と前記ノードとの接続を切断するよ
う前記スイッチ部を制御するための制御信号を前記スイッチ部に送信する制御ステップと
、
　を実行させるためのスイッチングプログラム。
【請求項１６】
　消費対象の供給余力に基づいて制限パラメータを設定する制限パラメータ設定ステップ
と、
　前記制限パラメータ設定ステップにて設定された前記制限パラメータを送信する送信ス
テップと、
　前記消費対象の中央供給源と複数のノードとの間に各々接続される複数のスイッチング
システムの各々における、
　　前記送信ステップにて送信された前記制限パラメータを受信する受信ステップと、
　　前記受信ステップにて受信した前記制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽
選ステップと、
　　前記抽選ステップにて当選した場合に、前記消費対象を伝送可能となるように前記中
央供給源と前記ノードとを接続し、かつ／又は、前記抽選ステップにて落選した場合に、
前記消費対象を伝送不可能となるように前記中央供給源と前記ノードとの接続を切断する
スイッチングステップと、
　を含むことを特徴とする需要供給バランシング方法。
【請求項１７】
　消費対象の中央供給源とノードとの間で消費対象の伝送及び遮断を切り替えるスイッチ
ング方法であって、
　送信されてきた制限パラメータを受信する受信ステップと、
　前記受信ステップにて受信した前記制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選
ステップと、
　前記抽選ステップにて当選した場合に、前記消費対象を伝送可能となるように前記中央
供給源と前記ノードとを接続し、かつ／又は、前記抽選ステップにて落選した場合に、前
記消費対象を伝送不可能となるように前記中央供給源と前記ノードとの接続を切断するス
イッチングステップと、
　を含むことを特徴とするスイッチング方法。
【請求項１８】
　複数の請求項１２に記載のスイッチングシステムを含む需要供給バランシングシステム
において消費対象の伝送を管理する需要供給管理方法であって、
　前記消費対象の供給余力に基づいて、前記抽選部における前記抽選に用いる制限パラメ
ータを設定する制限パラメータ設定ステップと、
　前記制限パラメータ設定ステップにて設定された前記制限パラメータを、前記複数のス
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イッチングシステムに送信する送信ステップと、
　を含むことを特徴とする需要供給管理方法。
【請求項１９】
　消費対象の中央供給源とノードとの間に接続されて用いられるスイッチングシステムの
コンピュータに、
　送信されてきた制限パラメータを受信する受信ステップと、
　前記受信ステップにて受信した前記制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選
ステップと、
　前記抽選ステップにて当選した場合に、前記消費対象を伝送可能となるように前記中央
供給源と前記ノードとを接続し、かつ／又は、前記抽選ステップにて落選した場合に、前
記消費対象を伝送不可能となるように前記中央供給源と前記ノードとの接続を切断するス
イッチングステップと、
　を実行させるためのスイッチングプログラム。
【請求項２０】
　複数の請求項１２に記載のスイッチングシステムとともに、需要供給バランシングシス
テムを構成するための需要供給管理システムのコンピュータに、
　前記消費対象の供給余力に基づいて、前記抽選部における前記抽選に用いる制限パラメ
ータを設定する制限パラメータ設定ステップと、
　前記制限パラメータ設定ステップにて設定された前記制限パラメータを、前記複数のス
イッチングシステムに送信する送信ステップと、
　を実行させるための需要供給管理プログラム。

【発明の詳細な説明】
【関連する出願】
【０００１】
　本出願では、２０１４年４月２２日に日本国に出願された特許出願番号２０１４－０８
８４０４の利益を主張し、当該出願の内容は引用することによりここに組み込まれている
ものとする。
【技術分野】
【０００２】
　本技術は、消費対象の需要と供給のバランスをとるための需要供給バランシングシステ
ム、及びそれに用いられるスイッチングシステム及び需要供給管理システム、並びにそれ
らの方法及びプログラムに関するものである。
【背景技術及び概要】
【０００３】
　従来より、複数の電力消費箇所（例えば、各家庭の電力消費機器）での電力の消費量の
総量が、それらの複数の電力消費箇所に電力を供給する中央電力源（例えば、発電所）に
おける電力の供給余力を超えないように、複数の電力消費箇所での電力消費を制御する電
力需要供給バランシングシステムが提案されている。従来の電力需要供給バランシングシ
ステムでは、複数の電力消費箇所のうちのいずれにおいて電力の消費を許可し、いずれに
おいて電力の消費を制限するかを集中管理することで、複数の電力消費箇所における電力
の総消費量を、中央電力源の電力の供給能力を超えない所定の目標値以下となるように制
限している（例えば、特開２０１４－５４１２３号公報を参照）。
【０００４】
　このような従来の電力需要供給バランシングシステムは、例えば、複数の電力消費箇所
が多数の電気自動車であり、それらの電気自動車を充電する場合に有効に適用される。例
えば、１００台の電気自動車のうち、中央電力源における電力の供給余力が少ないために
５０台だけ充電が可能である場合は、１００台のなかから充電する５０台を公平に選択す
るために、１００台の電気自動車の情報を一か所に集めて、全体を管理すれば、総電力消
費量を所定の目標値以下に抑えることができる。
【０００５】
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　また、昨今は、家庭におけるソーラ発電等が普及しており、各家庭の発電設備が小規模
電力源となって、中央電力源に対して売電をするインフラも整いつつある。中央電力源に
おける電力の供給余力が不足している場合に、複数の小規模電力源で得られた電力を中央
電力源が買い取る場合にも、中央電力源がどの小規模電力源から電力を買い取るかを一か
所で集中的に管理すれば、中央電力源における電力の供給余力に応じて、過剰な電力の買
い取りを回避して、中央電力源において必要な量の電力を買い取ることができる。
【０００６】
　しかしながら、管理すべき電力消費箇所や小規模電力源が１００万箇所など膨大な数に
なる場合には、それらの情報を一か所に集めることが困難になり、そのためのインフラの
コストが膨大になる。このような問題は、電力に限らず、ガス、水道等の消費対象につい
ても、中央供給源と複数の消費箇所や小規模供給源との間において、同様に生じ得る。
【０００７】
　本願は、上記の問題に鑑みてなされたものであり、複数の消費箇所や小規模供給源（以
下、消費箇所と小規模供給源を総称して「ノード」という。）の情報を一か所に集めない
で、消費対象を伝送するノードを公平に選定できる需要供給バランシングシステムを提供
することを目的とする。
【０００８】
　需要供給バランシングシステムは、消費対象の供給余力に基づいて制限パラメータを設
定する制限パラメータ設定部と、制限パラメータ設定部にて設定された制限パラメータを
送信する送信部と、消費対象の中央供給源と複数のノードとの間に各々接続される複数の
スイッチングシステムとを備えた構成を有している。複数のスイッチングシステムの各々
は、送信部にて送信された制限パラメータを受信する受信部と、受信部にて受信した制限
パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選部と、抽選部にて当選した場合に、消費対
象を伝送可能となるように中央供給源とノードとを接続し、かつ／又は、抽選部にて落選
した場合に、消費対象を伝送不可能となるように中央供給源とノードとの接続を切断する
スイッチ部とを備えた構成を有している。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、第１の実施の形態の需要供給バランシングシステムの全体構成を示すブ
ロック図である。
【図２】図２は、第１の実施の形態の需要供給管理システムの構成を示すブロック図であ
る。
【図３】図３は、第１の実施の形態の供給余力と制限パラメータである当選確率との関係
を示した図である。
【図４】図４は、第１の実施の形態のスイッチングシステムの構成を示すブロック図であ
る。
【図５】図５は、第１の実施の形態における電力料金の単価と供給余力との関係を示すグ
ラフである。
【図６】図６は、本発明の第２の実施の形態の需要供給バランシングシステムの全体構成
を示すブロック図である。
【図７】図７は、第３の実施の形態のスイッチングシステムの構成を示すブロック図であ
る。
【図８】図８は、第４の実施の形態の需要供給バランシングシステムの全体構成を示すブ
ロック図である。
【実施の形態】
【００１０】
　以下、実施の形態の需要供給バランシングシステムについて説明する。なお、以下に説
明する実施の形態は、本技術を実施する場合の一例を示すものであって、本技術を以下に
説明する具体的構成に限定するものではない。本技術の実施にあたっては、実施の形態に
応じた具体的構成が適宜採用されてよい。
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【００１１】
　ある実施の形態の需要供給バランシングシステムは、消費対象の供給余力に基づいて制
限パラメータを設定する制限パラメータ設定部と、制限パラメータ設定部にて設定された
制限パラメータを送信する送信部と、消費対象の中央供給源と複数のノードとの間に各々
接続される複数のスイッチングシステムとを備えた構成を有している。複数のスイッチン
グシステムの各々は、送信部にて送信された制限パラメータを受信する受信部と、受信部
にて受信した制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選部と、抽選部にて当選し
た場合に、消費対象を伝送可能となるように中央供給源とノードとを接続し、かつ／又は
、抽選部にて落選した場合に、消費対象を伝送不可能となるように中央供給源とノードと
の接続を切断するスイッチ部とを備えた構成を有している。
【００１２】
　この構成により、中央供給源の供給余力に基づいて各スイッチングシステムの当選確率
が決定されるので、中央供給源とノードとの間で伝送される消費対象の量を所望の量に制
御できる。また、この制御のために、設定された制限パラメータを送信部から一律に複数
のスイッチングシステムに配信すればよい。また、スイッチングシステムは、制限パラメ
ータ設定部に需要（消費箇所の消費量や小規模供給源の供給量）を通知する必要はなく、
そのための送信部を備えていなくてよいため、スイッチングシステムを簡易、安価、小型
に構成できる。さらに、複数のノードのうちのどのノードを中央供給源と接続するかを抽
選で決定するので、一定の期間で見ると、多数のノードを公平に中央供給源に接続できる
。さらに、インフラとしては、制御パラメータ設定部と送信部とを用意すればよく、各ス
イッチングシステムはこの需要供給バランシングシステムを利用したいユーザがそれぞれ
のノードに用意すればよいので、インフラに係るコストを低く抑えることができる。なお
、制限パラメータは、当選確率そのものであってもよい。また、供給余力は、供給可能な
量から実際の供給量を引いた差分であってよく、供給可能な量に対するその差分の割合で
あってもよい。なお、制限パラメータが当選確率であって、制限パラメータをそのまま抽
選部における当選確率として用いる場合も、そのような当選確率は上記の「制限パラメー
タに基づく当選確率」に該当する。
【００１３】
　上記の需要供給バランシングシステムにおいて、ノードは、消費対象を消費する消費箇
所であってよく、スイッチ部が中央供給源とノードとを接続することで、中央供給源から
ノードに消費対象が伝送されてよい。
【００１４】
　この構成により、中央供給源の供給余力に基づいて各スイッチングシステムの当選確率
が決定されるので、供給余力に応じて複数の消費箇所における合計の消費量を所定の目標
値（供給源の供給限界や契約により定まる上限に基づいて決定されてよい）に制御できる
。また、どの消費箇所に消費対象を供給して消費させるかを抽選で決定するので、一定の
期間で見ると、多数の消費箇所に公平に消費対象を供給できる。
【００１５】
　また、上記の需要供給バランシングシステムにおいて、消費対象は、電力であってよく
、消費箇所は、電力消費機器であってよい。
【００１６】
　この構成により、中央供給源における電力の供給余力に基づいて各スイッチングシステ
ムの当選確率が決定されるので、中央供給源における電力の供給余力に応じて複数の電力
消費機器における合計の電力消費量を制御できる。
【００１７】
　また、上記の需要供給バランシングシステムにおいて、ノードは、消費対象を提供する
小規模供給源であってよく、スイッチ部が中央供給源と小規模供給源とを接続することで
、小規模供給源から中央供給源に消費対象が伝送されてよい。
【００１８】
　この構成により、中央供給源の供給余力に基づいて各スイッチングシステムの当選確率
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が決定されるので、供給余力に応じて複数の小規模供給源からの合計の提供量を所定の目
標値（中央供給源の供給余力の不足分に基づいて決定されてよい）に制御できる。また、
どの小規模供給源に消費対象を提供してもらうかを抽選で決定するので、一定の期間で見
ると、多数の小規模供給源に公平に消費対象を提供させることができる。
【００１９】
　上記の需要供給バランシングシステムにおいて、消費対象は、電力であってよく、小規
模供給源は、蓄電装置であってよい。
【００２０】
　この構成により、中央供給源における電力の供給余力に基づいて各スイッチングシステ
ムの当選確率が決定されるので、中央供給源における電力の供給余力に応じて複数の蓄電
装置から提供される合計の電力量を制御できる。
【００２１】
　上記の需要供給バランシングシステムにおいて、消費対象の料金の単価が中央供給源の
供給余力に基づいて決定されてよい。
【００２２】
　この構成により、例えば、中央供給源において供給余力が切迫して料金が高くなってい
るときには電力の消費を自動的に抑え、又は、中央供給源において供給余力が切迫して料
金が高くなっているときに売電を促進することができるので、ユーザはスイッチングシス
テムを導入する動機ができ、スイッチングシステムを広く普及させることができる。
【００２３】
　上記の需要供給バランシングシステムにおいて、スイッチングシステムは、調整係数を
設定する調整係数設定部をさらに備えていてよく、当選確率は、調整係数設定部にて設定
された調整係数に基づいて調整されてよい。
【００２４】
　この構成により、各スイッチングシステムにおいて、そのスイッチングシステムにおけ
る当選確率を調整できるので、ユーザは例えば消費対象の供給を急ぐ場合には当選確率を
上げる等の調整を行うことができる。また、このようなスイッチングシステムごとの当選
確率の調整を集中管理で行う必要がなく、インフラに係るコストを抑えることができる。
【００２５】
　上記の需要供給バランシングシステムにおいて、調整係数設定部は、ユーザの操作に基
づいて調整係数を設定してよい。
【００２６】
　この構成により、ユーザが任意の時に必要に応じて当選確率を調整することができる。
【００２７】
　上記の需要供給バランシングシステムにおいて、制限パラメータ設定部は、供給余力が
小さいほど当選確率が低くなるような制限パラメータを設定してよい。
【００２８】
　この構成により、供給余力が小さいときに、消費量が小さくなるので、供給余力がゼロ
になってしまうことを回避できる。
【００２９】
　上記の需要供給バランシングシステムにおいて、制限パラメータ設定部は、供給余力が
小さいほど当選確率が大きくなるような制限パラメータを設定してよい。
【００３０】
　この構成により、供給余力が小さいときに、小規模供給源から中央供給源に提供される
電力量が大きくなるので、供給余力がゼロになってしまうことを回避できる。
【００３１】
　本発明のスイッチングシステムは、消費対象の中央供給源とノードとの間に接続されて
用いられるスイッチングシステムであって、送信されてきた制限パラメータを受信する受
信部と、受信部にて受信した制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う抽選部と、抽
選部にて当選した場合に、消費対象を伝送可能となるように中央供給源とノードとを接続
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し、かつ／又は、抽選部にて落選した場合に、消費対象を伝送不可能となるように中央供
給源とノードとの接続を切断するスイッチ部とを備えた構成を有している。
【００３２】
　この構成により、制限パラメータに基づく当選確率で接続／切断の抽選を行うので、こ
のようなスイッチングシステムを複数のノードの各々について設けることで、複数のノー
ドに関する情報を一か所に集めて、各ノードにそれぞれ接続／切断を指示するといった集
中管理が不要となる。
【００３３】
　本発明の需要供給管理システムは、消費対象の中央供給源と複数のノードとの間に各々
接続される複数のスイッチングシステムとともに、需要供給バランシングシステムを構成
するための需要供給管理システムであって、中央供給源における消費対象の供給余力に基
づいて制限パラメータを設定する制限パラメータ設定部と、制限パラメータ設定部にて設
定された制限パラメータを、複数のスイッチングシステムに送信する送信部とを備えた構
成を有している。
【００３４】
　この構成により、供給余力に基づく制限パラメータを複数のスイッチングシステムに一
律に送信するので、複数のスイッチングシステムの各々について個別に接続／切断を指示
する必要がなくなり、低コストで需要と供給の管理を実現できる。
【００３５】
　本発明のスイッチングプログラムは、消費対象の中央供給源とノードとの間に接続され
て用いられるスイッチ部と通信可能な装置に、送信されてきた制限パラメータを受信する
受信ステップと、受信ステップにて受信した制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行
う抽選ステップと、抽選部にて当選した場合に、消費対象を伝送可能となるように中央供
給源とノードとを接続し、かつ／又は、抽選部にて落選した場合に、消費対象を伝送不可
能となるように中央供給源とノードとの接続を切断するようスイッチ部を制御するための
制御信号をスイッチ部に送信する制御ステップとを実行させる構成を有している。
【００３６】
　この構成によっても、制限パラメータに基づく当選確率で接続／切断の抽選を行うので
、このようなスイッチングシステムを複数のノードに設けることで、複数のノードの需要
に関する情報を一か所に集めて、各ノードに個別に接続／切断を指示するといった集中管
理が不要となる。
【００３７】
　本発明の需要供給バランシング方法は、消費対象の供給余力に基づいて制限パラメータ
を設定する制限パラメータ設定ステップと、制限パラメータ設定ステップにて設定された
制限パラメータを送信する送信ステップと、消費対象の中央供給源と複数のノードとの間
に各々接続される複数のスイッチングシステムの各々における、送信ステップにて送信さ
れた制限パラメータを受信する受信ステップと、受信ステップにて受信した制限パラメー
タに基づく当選確率で抽選を行う抽選ステップと、抽選ステップにて当選した場合に、消
費対象を伝送可能となるように中央供給源とノードとを接続し、かつ／又は、抽選ステッ
プにて落選した場合に、消費対象を伝送不可能となるように中央供給源とノードとの接続
を切断するスイッチングステップとを含む構成を有している。
【００３８】
　この構成によっても、供給余力に基づいて各スイッチングシステムの当選確率が決定さ
れるので、必要な量の消費対象を中央供給源とノードとの間で伝送することができる。ま
た、このために、送信ステップでは、設定された制限パラメータを一律に複数のスイッチ
ングシステムに配信すればよい。また、スイッチングシステムは、制限パラメータの設定
のために各ノードに関する情報を通知する必要はなく、そのための送信部を備えていなく
てよいため、スイッチングシステムを簡易、安価、小型に構成できる。さらに、どのノー
ドを中央供給源と接続するかを抽選で決定するので、一定の期間で見ると、多数のノード
を公平に中央供給源に接続できる。
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【００３９】
　本発明のスイッチング方法は、消費対象の中央供給源とノードとの間で消費対象の伝送
及び遮断を切り替えるスイッチング方法であって、送信されてきた制限パラメータを受信
する受信ステップと、受信ステップにて受信した制限パラメータに基づく当選確率で抽選
を行う抽選ステップと、抽選ステップにて当選した場合に、消費対象を伝送可能となるよ
うに中央供給源とノードとを接続し、かつ／又は、抽選ステップにて落選した場合に、消
費対象を伝送不可能となるように中央供給源とノードとの接続を切断するスイッチングス
テップとを含む構成を有している。
【００４０】
　この構成によっても、制限パラメータに基づく当選確率で接続／切断の抽選を行うので
、このようなスイッチング方法を複数のノードの各々について実行することで、複数のノ
ードに関する情報を一か所に集めて、各ノードにそれぞれ接続／切断を指示するといった
集中管理が不要となる。
【００４１】
　本発明の需要供給方法は、消費対象の中央供給源と複数のノードとの間に各々接続され
る複数のスイッチングシステムを含む需要供給バランシングシステムにおいて消費対象の
伝送を管理する需要供給管理方法であって、消費対象の供給余力に基づいて制限パラメー
タを設定する制限パラメータ設定ステップと、制限パラメータ設定ステップにて設定され
た制限パラメータを、複数のスイッチングシステムに送信する送信ステップとを含む構成
を有している。
【００４２】
　この構成によっても、供給余力に基づく制限パラメータを複数のスイッチングシステム
に一律に送信するので、複数のスイッチングシステムの各々について、個別に接続／切断
を指示する必要がなくなり、低コストで需要と供給の管理を実現できる。
【００４３】
　本発明のスイッチングプログラムは、消費対象の中央供給源とノードとの間に接続され
て用いられるスイッチングシステムのコンピュータに、送信されてきた制限パラメータを
受信する受信ステップと、受信ステップにて受信した制限パラメータに基づく当選確率で
抽選を行う抽選ステップと、抽選ステップにて当選した場合に、消費対象を伝送可能とな
るように中央供給源とノードとを接続し、かつ／又は、抽選ステップにて落選した場合に
、消費対象を伝送不可能となるように中央供給源とノードとの接続を切断するスイッチン
グステップとを実行させる構成を有している。
【００４４】
　この構成によっても、制限パラメータに基づく当選確率で接続／切断の抽選を行うので
、このようなスイッチング方法を複数のノードで実行することで、複数のノードに関する
情報を一か所に集めて、各ノードに個別に接続／切断を指示するといった集中管理が不要
となる。
【００４５】
　本発明の需要供給管理プログラムは、消費対象の中央供給源と複数のノードとの間に各
々接続される複数のスイッチングシステムとともに、需要供給バランシングシステムを構
成するための需要供給管理システムのコンピュータに、消費対象の供給余力に基づいて制
限パラメータを設定する制限パラメータ設定ステップと、制限パラメータ設定ステップに
て設定された制限パラメータを、複数のスイッチングシステムに送信する送信ステップと
を実行させる構成を有している。
【００４６】
　この構成によっても、中央供給源の供給余力に基づく制限パラメータを複数のスイッチ
ングシステムに一律に送信するので、複数のスイッチングシステムの各々について、個別
に接続／切断を指示する必要がなくなり、低コストで消費対象の伝送量の制御を実現でき
る。
【００４７】
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　以下、具体的な実施の形態を、図面を参照しながら説明する。
【００４８】
（第１の実施の形態）
　図１は、本発明の第１の実施の形態の需要供給バランシングシステムの全体構成を示す
ブロック図である。本実施の形態では、消費対象が電力であり、中央供給源が消費対象で
ある電力をノードに供給する電力源であり、ノードが消費対象である電力を消費する消費
箇所であり、需要供給バランシングシステムが電力源の供給余力に応じて複数のノードに
電力を供給する消費制御システムである場合を説明する。本実施の形態において、より具
体的には、電力源は発電所であり、消費箇所は電気自動車等の電力消費機器や複数の電力
消費機器に配電する配電機器である。なお、本願において電力の「消費」とは、必ずしも
電力を他の形態のエネルギーに変換することを意味せず、例えば電力源からの電力を受け
て電気自動車のバッテリに充電することも、本願では電力の「消費」というものとする。
【００４９】
　図１に示すように、需要供給バランシングシステム１００は、中央供給源としての電力
源１０と、需要供給管理システム２０と、複数のスイッチングシステム（自動デマンドレ
スポンス（Automated Demand Response）装置）３０と、複数のノードとしての電力消費
機器４０と、複数の料金計数器５０とからなる。図１において、実線は電力供給用の電線
（以下、単に「電線」という。）を示しており、点線は信号の伝送経路（以下、「通信経
路」という。）を示している。複数の電力消費機器４０は、それぞれ電力源１０と電線で
接続されており、電力源１０から電力の供給を受けて、電力を消費する。
【００５０】
　本実施の形態の需要供給バランシングシステム１００は、この電力源１０と電力消費機
器４０との間の電線に、電力源１０からの電力を電力消費機器４０に供給し、又は遮断す
るスイッチングシステム３０を介在させることが特徴であるが、すべての電力消費機器４
０に対してこのスイッチングシステム３０を介在させる必要はなく、スイッチングシステ
ム３０を介さずに電力源１０に接続されて電力源１０から電力の供給を受ける電力消費機
器４０があってもよく、あるいは、別のアルゴリズムで動作するスイッチングシステムを
介して電力源１０から電力の供給を受ける電力消費機器４０があってもよい。
【００５１】
　また、図１に示すように、消費箇所として、複数の電力消費機器４０と電力源３０との
間に介在して、電力源３０の電力を複数の電力消費機器４０に分配する配電機器６０が設
けられ、この配電機器６０と電力源３０との間にスイッチングシステム３０が設けられて
もよい。図１では、２つの電力消費機器４０と１つの配電機器６０がスイッチングシステ
ム３０を介して電力源１０と接続されており、１つの電力消費機器４０がスイッチングシ
ステム３０を介さずに電力源１０と接続されている。また、配電機器６０には配電機器６
０は、例えばビルに設けられ、この場合、この配電機器６０につながる複数の電力消費機
器４０は、ビル内で用いられる電力消費機器である。
【００５２】
　電力消費機器４０は、例えば、電気自動車のように電力を消費して動作する電化製品で
ある。電化製品での電力の消費としては、例えば電気自動車で行われる充電が想定される
。スイッチングシステム３０は、例えば、家庭用のコンセントに接続する機器である。ス
イッチングシステム３０が家庭用のコンセントに接続される機器である場合には、そのス
イッチングシステム３０にさらに電力消費機器４０を接続することで、図１に示すように
電力消費機器４０をスイッチングシステム３０経由で電力源１０と接続することができる
。
【００５３】
　料金計数器５０は、電力消費機器４０に接続された電線において供給される電力に基づ
いて、電力の消費料金を計算する。電力の消費料金は、電力料金の単価に消費した電力量
を乗じることで求められる。
【００５４】
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　電力源１０は、供給可能な電力が変動し得る電力源であり、例えば、発電所であってよ
く、適宜のタイミングで充電される蓄電池であってもよい。需要供給管理システム２０は
、電力源１０に接続された電線において複数の電力消費機器４０に供給される電力を電力
の「消費量」として入力し、また、電力源１０から供給可能な最大限の電力（供給限界）
を電力の「供給能力」として入力し、この供給能力を目標値として、当該目標値と消費量
との差分から、供給余力を求める。なお、目標値は、供給能力に対してマージンを確保し
た値として設定してもよく、例えば、目標値＝０．９×供給能力としてよい。
【００５５】
　需要供給管理システム２０は無線送信を行う送信部を備えている。スイッチングシステ
ム３０は無線受信を行う受信部を備えており、需要供給管理システム２０の送信部から送
信されてきた信号を受信することができる。需要供給管理システム２０とスイッチングシ
ステム３０との間の通信には、その少なくとも一部に携帯電話回線等の公衆回線を用いて
よく、インターネット網を用いてよい。また、需要供給管理システム２０とスイッチング
システム３０との間の通信は、一部が有線通信で一部が無線通信、すべてが有線通信、す
べてが無線通信のいずれであってもよい。また、需要供給管理システム２０から複数のス
イッチングシステム３０への配信は、ラジオ電波によってなされてもよいし、電力線通信
を利用して行われてもよい。
【００５６】
　図２は、本発明の第１の実施の形態の需要供給管理システム２０の構成を示すブロック
図である。需要供給管理システム２０は、電力源１０における消費対象の供給余力に基づ
いて制限パラメータを設定する制限パラメータ設定部２１と、制限パラメータ設定部２１
にて設定された制限パラメータを送信する送信部２２とを備えている。
【００５７】
　制限パラメータ設定部２１は、供給能力と消費量に基づいて制限パラメータを設定する
。上述のように、この供給能力とは、電力源１０から供給可能な電力量であり、この情報
は電力源１０から取得する。なお、供給能力が変動せず、一定である場合には、その固定
の供給能力が制限パラメータ設定部２１に記憶されていてもよい。消費量とは、電力源１
０から複数の電力消費機器４０に実際に供給されている電力量であり、この情報は、電力
源１０と複数の電力消費機器４０とを接続する電線に流れる電流及び電圧を監視して取得
される。
【００５８】
　制限パラメータ設定部２１は、供給能力Ｓから消費量Ｃを引いた差分（Ｓ－Ｃ）を供給
余力とする。変形例としては、例えば、供給能力Ｓから消費量Ｃを引いた差分（Ｓ－Ｃ）
の供給能力Ｓに対する割合（１－Ｃ／Ｓ）を供給余力としてもよい。このほか、供給余力
は、供給能力が多いほど多く、消費量が少ないほど少ないものであれば、他の計算によっ
て定義される値であってもよい。
【００５９】
　制限パラメータ設定部２１は、供給余力に応じた制限パラメータを設定する。ここで、
制限パラメータとは、複数の電力消費機器４０で消費される電力の総量を制限するために
、複数のスイッチングシステム３０の各々で用いられるパラメータである。制限パラメー
タとしては、種々のパラメータを採用できるが、本実施の形態では、供給余力が小さくな
るとそれに応じて連続的に小さくなる当選確率（０～１００％）を制限パラメータとする
。要するに、制限パラメータ設定部２１は、供給能力と消費量に基づいて、当選確率を決
定する。
【００６０】
　図３は、本発明の第１の実施の形態の供給余力と制限パラメータである当選確率との関
係を示した図である。本実施の形態では、供給余力が閾値ｔaより大きい場合には、当選
確率を１００％とし、供給余力が閾値ｔaよりも小さい場合には、供給余力が小さくなる
につれて当選確率を連続的に小さくする。供給余力が０である場合には、当選確率を０％
とする。なお、供給余力が０から所定の値までのときにすべて当選確率を０％としてもよ
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い（供給余力が所定の値以上となった時に当選確率を０％から立ち上げるようにしてもよ
い）。
【００６１】
　送信部２２は、制限パラメータ設定部２１にて設定された制限パラメータを複数のスイ
ッチングシステム３０に向けて無線送信する。このとき、制限パラメータは、アンテナ２
３を利用して無線通信の方式で需要供給管理システム２０から無線送信される。また、複
数のスイッチングシステム３０に対しては、個別に異なる制限パラメータを送信するので
はなく、制限パラメータ設定部２１にて設定された制限パラメータを複数のスイッチング
システム３０に一律に送信（配信）する。これにより、複数のスイッチングシステム３０
では、同一のタイミングには同一の制限パラメータを受信することになる。
【００６２】
　なお、制限パラメータ設定部２１は、当選確率が１００％であるときに、電力消費の制
限をしない旨の制御信号（制限解除信号）を出力してよく、当選確率が０％であるときに
、電力消費を禁止する旨の制御信号（消費禁止信号）を出力してよく、送信部２２は、こ
のような制御信号を複数のスイッチングシステム３０に送信してよい。
【００６３】
　図４は、本発明の第１の実施の形態のスイッチングシステムの構成を示すブロック図で
ある。図４に示すように、スイッチングシステム３０は、アンテナ３１と、受信部３２と
、抽選部３３と、スイッチング部３４と、調整係数設定部３５と、約定情報生成部３６と
を備えている。受信部３２は、アンテナ３１を用いて、需要供給管理システム２０から無
線送信されてきた制限パラメータを受信する。受信部３２にて受信した制限パラメータは
、抽選部３３及び約定情報生成部３６に出力される。
【００６４】
　抽選部３３は、制限パラメータに基づく当選確率で抽選を行う。本実施の形態では、制
限パラメータとして当選確率そのものが需要供給管理システム２０から送信されてくるの
で、抽選部３３は、基本的にはこの制御パラメータとしての当選確率に従って抽選を行う
。
【００６５】
　本実施の形態のスイッチングシステム３０では、制御パラメータに従った当選確率を調
整することができる。調整係数設定部３５は、制御パラメータに従った当選確率を調整す
るための調整係数を設定する。調整係数設定部３５は、所定のプログラムに従って、諸条
件に応じて調整係数を自動的に設定してもよいし、ユーザの操作に従って調整係数を設定
してもよい。
【００６６】
　調整係数設定部３５が自動的に調整係数を設定する場合は、例えば、需要供給管理シス
テム２０から送信されてきた制限パラメータとしての当選確率が所定の下限値よりも低い
場合には、当選確率をより低くする（ないしは０％にする）調整係数を設定してよく、費
管理システム２０から送信されてきた制限パラメータとしての当選確率が所定の上限値よ
りも高い場合には、当選確率をより高くする（ないしは１００％にする）調整係数を設定
してよい。後述するように、当選確率が低い場合には消費料金の単価が高くなり、当選確
率が高い場合には消費料金の単価が安くなるので、上記のように調整係数を自動設定する
ことで、単価が高いときに当選する確率をより低くして、単価が比較的安いときに当選す
る確率を高くすることができる。
【００６７】
　ユーザの操作に従って調整係数を設定するために、スイッチングシステム３０に、調整
係数設定部３５として、ユーザが調整係数を設定するために操作するダイヤルが備えられ
ていてよい。ユーザは、例えば、料金単価に関わらず優先的に電力を消費したい場合には
、当選確率を高くする調整係数を設定し、逆に、電力を消費するタイミングを重視せず、
料金単価を重視する場合には、当選確率を低くする調整係数を設定するなど、随意に調整
係数を設定できる。
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【００６８】
　また、調整係数設定部３５が時計を備え、ユーザが指定する時刻に、ユーザが指定する
調整係数を設定してもよい。また、ユーザが調整係数設定部３５に対して、遅くとも充電
を完了すべき時刻又は遅くとも充電を開始すべき時刻（両者を合わせて「目標時刻」とい
う。）を設定し、この目標時刻に充電が完了し、又は充電が開始されるように、調整係数
設定部３５が自動的に調整係数を設定してもよい。この場合には、目標時刻に向けて自動
的に調整係数を設定しても当選しなかった場合に、最終的に当選確率を１００％にするよ
うに調整係数を設定することで、目標時刻での充電完了又は充電開始を実現してよいし、
当選確率が高くなったとき（単価が安くなったとき）に当選確率が１００％にするように
調整係数を設定してもよい。
【００６９】
　なお、当選確率を１００％にするように調整係数を設定するときの調整係数設定部３５
は、抽選部３３による抽選の機能をオフにして、又は、抽選部３３による抽選の結果に関
わらず、常時接続するようにスイッチング部３４を制御していることになり、調整係数設
定部３５が当選確率を０％にするように調整係数を設定するときは、調整係数設定部２３
５は、抽選部３３による抽選の機能をオフにして、又は、抽選部３３による抽選の結果に
関わらず、常時切断するようにスイッチング部３４を制御していることになる。よって、
スイッチングシステム３０は、調整係数設定部３５の代わりに、抽選部３３による抽選の
機能をオフにし、又は、抽選部３３による抽選の結果に関わらず、スイッチング部３４を
接続し、又は切断する機能を備えていてもよい。
【００７０】
　抽選部３３は、制限パラメータに従った当選確率（調整係数によって調整された場合に
は調整後の当選確率）に従って抽選を行う。抽選の結果は、当選又は落選である。抽選部
３３は、抽選の結果をスイッチング部３４に出力する。なお、抽選部３３は、受信部３２
が需要供給管理システム２０から上記の制限解除信号、消費禁止信号を受信したときは、
この信号を直接スイッチング部３４に出力する。
【００７１】
　スイッチング部３４は、電力源１０と電線Ｌ１で接続され、電力消費機器４０と電線Ｌ
２で接続されている。スイッチング部３４は、抽選部３３からの抽選結果が当選である場
合及び抽選部３３から制限解除信号を受けた場合は、電線Ｌ１と電線Ｌ２とを接続して、
電力源１０から受けた電力を電力消費機器４０に供給し、抽選部３３からの抽選結果が落
選である場合及び抽選部３３から消費禁止信号を受けた場合は、電線Ｌ１と電線Ｌ２との
接続を切って、電力源１０から受けた電力の電力消費機器４０への供給を遮断する。
【００７２】
　スイッチング部３４は、抽選部３３から落選の結果又は消費禁止信号が入力されたとき
にのみ電力消費機器４０への電力の供給を遮断し、それ以外のときには電力消費機器４０
に電力を供給するものであってもよいし、逆に、抽選部３３から当選の結果又は制限解除
信号が入力されたときにのみ電力消費機器４０に電力を供給し、それ以外のときには電力
消費機器４０への電力の供給を遮断するものであってもよい。
【００７３】
　約定情報生成部３６は、電力供給が行われた時刻とその時の制限パラメータとを含む約
定情報を生成し、料金計数器５０に出力する。上述のように、料金計数器５０は、約定情
報に基づいて電力の消費料金を計算するこの消費料金は、電力供給が行われた時刻におけ
る電力料金の単価（単位電力量当たりの料金）に消費した電力量を乗じて求められる。電
力料金の単価は、供給余力に基づいて決定される。本実施の形態では、供給余力が制限パ
ラメータに反映されているので、料金計数器５０は、約定情報としてスイッチングシステ
ム３０から取得した制限パラメータに応じて単価を決定する。
【００７４】
　図５は、本発明の第１の実施の形態における電力料金の単価と供給余力との関係を示す
グラフである。図５に示すように、電力料金の単価は、供給余力が小さくなるにつれて段
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階的に上昇する。供給余力が所定の閾値ｔb以上である場合には、通常料金となる。料金
計数器５０には、図５のグラフに対応するテーブルが記憶されている。このように、電力
料金の単価が供給余力に応じて変化するので、本実施の形態の需要供給バランシングシス
テム１００は、リアルタイムプライシングシステムと呼ぶこともできる。なお、図１の例
では、電力消費機器４０ごとに料金計数器５０が設けられているが、１つの料金計数器５
０が複数の電力消費機器４０における消費料金をそれぞれ計算してもよい。料金計数器５
０は、所定の期間（例えば１か月）の消費料金を累積して、当該期間の電力料金の請求額
を決定する。
【００７５】
　なお、スイッチングシステム３０にて当選して電力の供給を受けている最中に供給余力
が変化して、それに応じて電力料金の単価も変動する場合には、消費料金は、当選した時
点での電力料金の単価を考慮して一定のルールに基づいて算出される。このルールは、例
えば、電力料金の単価が安いときに当選して給電が開始されたとしても、その後すぐに電
力料金の単価が高くなり、それを料金に反映させると、電力料金の単価が安いときに当選
した消費者のメリットにならない一方、当選した時点での電力料金の単価のまま使い続け
るようにすると、電力料金の単価が安いときに当選して、安い単価のままで長時間にわた
り電力を消費される可能性があることを考慮して、決定される。
【００７６】
　なお、この電気料金の単価は、制限パラメータと対応関係があってもよいし、なくても
よい。すなわち、通常料金となる供給余力の閾値ｔbと当選確率が１００％となり、又は
制限解除信号が生成される供給余力ｔaとは一致していても、一致していなくてもよい。
また、図５では、電力料金の単価が段階的に変化する例を示したが、供給余力が小さくな
るにつれて連続的に上昇するようにしてもよい。
【００７７】
　なお、上記の第１の実施の形態では、料金計数器５０において消費料金を算出したが、
料金計数器５０の機能がスイッチングシステム３０に設けられ、スイッチングシステム３
０にて料金が計算されてもよい。
【００７８】
　以上のように、本発明の第１の実施の形態の需要供給バランシングシステム１００によ
れば、電力源１０の供給余力に基づいて各スイッチングシステム３０における抽選の当選
確率が決定されるので、電力源１０の供給余力に応じて複数の電力消費機器４０における
合計の電力消費量を制御できる。また、合計の電力消費量を制御するために、複数の電力
消費機器４０の各々に向けて電力を供給するか遮断するかを指示する必要はなく、需要供
給管理システム２０は、設定された制限パラメータを一律に複数のスイッチングシステム
３０に配信すればよい。また、各スイッチングシステム３０は、需要供給管理システム２
０にその電力需要を通知する必要はなく、そのための送信部を備えていなくてよいため、
スイッチングシステム３０を簡易、安価、小型に構成できる。
【００７９】
　さらに、どの電力消費機器４０に電力を供給して消費させるかを抽選で決定するので、
ある程度の長い期間で見ると、多数の電力消費機器４０に公平に電力を供給できる。また
、インフラとしては、制御パラメータ設定部２１と送信部２２とを備えた需要供給管理シ
ステム２０を用意すればよく、各スイッチングシステム３０はこの需要供給バランシング
システム１００を利用したいユーザがそれぞれの電力消費機器４０について用意すればよ
いので、インフラに係るコストを低く抑えることができる。
【００８０】
　また、本実施の形態によれば、時間帯別に電力料金の単価を設定するとともにスマート
メータを導入することで、供給余力がひっ迫する時間帯の電力の使用抑制を促し、かつ、
需要者の利便性と電力供給の安定性を損なわない自動的なデマンドレスポンス（Automate
d Demand Response）を低コストで実現できる。
【００８１】
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　なお、図１に示すように、複数の電力消費機器４０の中には、スイッチングシステム３
０を導入していない電力消費機器４０もあり、これらがどの程度電力を消費するかは予想
できない。よって、需要供給管理システム２０において制限パラメータを設定することで
、スイッチングシステム３０に接続された電力消費機器４０における総電力消費量を制御
できたとしても、スイッチングシステム３０を導入していない電力消費機器４０による電
力消費によっては、目標値を超えてしまうことも考えられる。しかしながら、需要供給管
理システム２０では、そのようなスイッチングシステム３０を導入していない電力消費機
器４０における電力消費も含むすべての電力消費量に基づいてフィードバック制御をして
制限パラメータを設定するので、総電力消費量は常に目標値に収束するよう制御されるこ
とになる。
【００８２】
　また、上記の実施の形態では、電力消費機器４０とスイッチングシステム３０とが別体
であったが、これらが一体的に構成されていてもよい。すなわち、スイッチングシステム
３０の機能が電力消費機器４０に備わっていてもよい。
【００８３】
（第２の実施の形態）
　図６は、本発明の第２の実施の形態の需要供給バランシングシステムの全体構成を示す
ブロック図である。本実施の形態でも、消費対象が電力であり、消費箇所が電力消費機器
である需要供給バランシングシステムを例に説明する。図６の需要供給バランシングシス
テム１０１において、図１の需要供給バランシングシステム１００の構成と同様の構成に
ついては説明を省略する。
【００８４】
　図６に示すように、需要供給バランシングシステム１０１は、需要供給管理システム２
０と、複数のスイッチングシステム３０と、各スイッチングシステム３０に接続された複
数の電力消費機器４０を備えている。この需要供給バランシングシステム１０１は、例え
ば、消費電力の上限について電力会社と契約をしている１棟のビル内で構成される。即ち
、本実施の形態の需要供給バランシングシステム１０１は、電力源１０の供給能力ではな
く、所定の範囲内（以下、「系内」という。）の消費電力量についての契約によって定め
られた上限（以下、「契約電力」という。）を目標値として、この目標値と系内で消費さ
れている総電力量（以下、「系内電力消費量」という。）とに基づいて、供給余力を決定
し、目標値を超えないように系内の電力の消費量を制御するためのシステムである。なお
、目標値は、契約電力に対してマージンを確保した値として設定してもよく、例えば、目
標値＝０．９×契約電力としてよい。
【００８５】
　このために、需要供給管理システム２０には、契約電力の情報、及び系内電力消費量の
情報が入力される。需要供給管理システム２０の制限パラメータ設定部２１では、第１の
実施の形態で供給能力と消費量に基づいて制限パラメータを設定したのに代えて、それと
同じ方法で、契約電力と系内電力消費量とに基づいて、供給余力を決定し、制限パラメー
タを設定する。
【００８６】
　本実施の形態では、系内のすべての電力消費機器４０がスイッチングシステム３０を介
して電力源１０に接続されていてもよいし、例えば、駐車場に設置された複数の電気自動
車の充電ステーションの各々にのみスイッチングシステム３０を設置してもよい。
【００８７】
　本実施の形態は、供給余力が切迫しているときに電力料金の単価を上げることで、電力
消費を制限するためのスイッチングシステム３０の導入を促した第１の実施の形態とは異
なり、系内での電力の消費量を契約電力以下に抑えることを目的とするので、供給余力に
応じた電力料金の単価の変動はないものとする。よって、第１の実施の形態と異なり、電
気料金の単価は一定であるが、スイッチングシステム３０にて落選すると各電力消費機器
４０における電力の消費が制限される点は、第１の実施の形態と同様である。
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【００８８】
　このように、本実施の形態の需要供給バランシングシステム１０１によれば、契約電力
に対する供給余力に基づいて各スイッチングシステム３０における抽選の当選確率が決定
されるので、供給余力に応じて複数の電力消費機器４０における合計の電力消費量を、契
約電力を超えないように制御できる。また、合計の電力消費量を制御するために、複数の
電力消費機器４０の各々に向けて電力を供給するか遮断するかを指示する必要はなく、需
要供給管理システム２０は、設定された制限パラメータを一律に複数のスイッチングシス
テム３０に配信すればよい。また、各スイッチングシステム３０は、需要供給管理システ
ム２０にその電力需要を通知する必要はなく、そのための送信部を備えていなくてよいた
め、スイッチングシステム３０を簡易、安価、小型に構成できる。
【００８９】
　さらに、どの電力消費機器４０に電力を供給して消費させるかを抽選で決定するので、
ある程度の長い期間で見ると、多数の電力消費機器４０に公平に電力を供給できる。また
、インフラとしては、制御パラメータ設定部２１と送信部２２とを備えた需要供給管理シ
ステムを用意すればよく、スイッチングシステム３０を電力の供給を制限してよい電力消
費機器４０ごとに用意すればよいので、インフラに係るコストを低く抑えることができる
。
【００９０】
（第３の実施の形態）
　図７は、本発明の第３の実施の形態のスイッチングシステムの構成を示すブロック図で
ある。図７のスイッチングシステム３００において、第１の実施の形態のスイッチングシ
ステム３０と同一の構成については、同一の符号を付してその説明を省略する。
【００９１】
　本実施の形態のスイッチングシステム３００は、携帯端末３０１及びスイッチング装置
３０２からなる。第１の実施の形態のスイッチングシステム３０における受信部３２、抽
選部３３、及び調整係数設定部３５は、携帯端末３０１に備えられ、第１の実施の形態の
スイッチングシステム３０におけるスイッチング部３４の構成はスイッチング装置３０２
に備えられる。
【００９２】
　携帯端末３０１は、各種のアプリケーションプログラムをインストールして利用できる
コンピュータであり、本実施の形態の携帯端末３０１は、本実施の形態のスイッチングプ
ログラムがインストールされることにより、抽選部３３及び調整係数設定部３５の機能が
実現される。スイッチング装置３０２は、第１の実施の形態のスイッチングシステム３０
と同様に、電力源１０と電力消費機器４０との間の電線に接続される。よって、電力消費
機器４０は、スイッチング装置３０２を介して電力源１０に電線で接続される。
【００９３】
　携帯端末３０１は、アンテナ３８ａを用いて無線通信を行う送信部３７を備えており、
スイッチング装置３０２は、アンテナ３８ｂを用いて無線受信を行う受信部３９を備えて
いる。携帯端末３０１の送信部３７は、抽選部３３での抽選の結果の情報や制限解除信号
、消費禁止信号をスイッチング装置３０２に送信する。スイッチング装置３０２の受信部
３９は、抽選の結果の情報、制限解除信号、消費禁止信号を受信して、スイッチング部３
４はそれらに従って、電線Ｌ１と電線Ｌ２とを接続して電力源１０から受けた電力を電力
消費機器４０に供給し、又は電線Ｌ１と電線Ｌ２との接続を切って、電力源１０から受け
た電力の電力消費機器４０への供給を遮断する。
【００９４】
　本実施の形態によれば、スイッチング装置３０２を簡単な構成にして、抽選部３３、調
整係数設定部３５等の構成を汎用のコンピュータにアプリケーションプログラムをインス
トールすることで実現できる。
【００９５】
（第４の実施の形態）
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　第１ないし第３の実施の形態では、ノードが消費対象を消費する消費箇所（より具体的
には電力を消費する電気自動車等の電力消費機器）であり、需要供給バランシングシステ
ム１００が中央供給源の供給余力に応じて複数のノードに消費対象を供給するシステムで
ある場合を説明したが、需要供給バランシングシステムはこれに限られない。本実施の形
態の需要供給バランシングシステムは、中央供給源において消費対象の供給余力が不足し
ているときに、複数のノードから消費対象を中央供給源に提供するシステムである。
【００９６】
　本実施の形態の需要供給バランシングシステムでは、上記の実施の形態で説明したノー
ドは、消費対象の消費箇所ではなく、中央供給源に消費対象を提供する小規模供給源がノ
ードとなる。消費対象が電力である場合には、例えば電気自動車の蓄電池や太陽光発電に
よって得られた電力を蓄積する蓄電池等の蓄電装置が小規模供給源となり得る。
【００９７】
　また、電気自動車の蓄電池のように、蓄電量が少なく充電をする必要があるときは上記
の実施の形態で説明した消費箇所となり、蓄電量が十分にあり電力を提供可能であるとき
は上記の小規模供給源となり得るノードもあり得る。この場合において、ノードが消費箇
所となる場合と小規模供給源となる場合とでは、異なる接続経路（電線）で中央供給源と
ノードと接続することとなる。しかしながら、スイッチングシステムは、ノードで電力を
消費する場合にも、ノードから電力を提供する場合にも、同じ構成であってよい。即ち、
スイッチングシステムは、需要供給管理システムから受信した制限パラメータに基づいて
抽選を行って、中央供給源とノードとの間の接続と切断を切り替える構成を有していれば
よい。
【００９８】
　そして、需要供給バランシングシステムが提供制御システムとして応用された場合にも
、需要供給管理システムは複数のノードである小規模供給源の各々についての情報を集約
する必要はなく、供給余力（の不足）に応じた制限パラメータを複数のスイッチングシス
テムに配信すればよいので、インフラに係るコストを抑えることができる。
【００９９】
　図８は、小規模供給源としての蓄電装置から中央供給源に電力を提供する場合の需要供
給バランシングシステムの全体構成を示すブロック図である。図８に示すように、需要供
給バランシングシステム１０２は、中央供給源としての電力源１０と、需要供給管理シス
テム２０と、複数のスイッチングシステム３０と、複数の蓄電装置としての蓄電池７０と
、複数の発電装置としての発電機８０とからなる。図８においても、図１と同様に、実線
は電線を示しており、点線は通信経路を示している。複数の蓄電池７０の各々は、一方で
電力源１０と電線で接続されており、他方で発電機８０に接続されており、発電機８０で
生成された電力を蓄積するとともに、蓄積した電力を電力源１０に供給する。なお、蓄電
装置は、蓄電機能を有する蓄電池以外の任意の装置であってよい。
【０１００】
　本実施の形態の需要供給バランシングシステム１０２は、この電力源１０と蓄電池７０
との間の電線に、蓄電池７０からの電力を電力源１０に供給し、又は遮断するスイッチン
グシステム３０を介在させることが特徴であるが、すべての蓄電池７０に対してこのスイ
ッチングシステム３０を介在させる必要はなく、図８には図示しないが、スイッチングシ
ステム３０を介さずに電力源１０に接続されて電力源１０に電力を供給する蓄電池７０が
あってもよく、あるいは別のアルゴリズムで動作するスイッチングシステムを介して電力
源１０に電力を供給する蓄電池７０があってもよい。
【０１０１】
発電機８０は、例えば家庭に設置されて太陽光のエネルギーを電力に変換するソーラパネ
ルである。発電機８０で生成された電力は蓄電池７０に蓄積され、家庭で使用されるが、
ユーザは、余った電力を電力源１０に有償で提供（売電）することができる。
【０１０２】
　電力源１０は、各発電機８０で発電されて蓄電池７０に蓄積された電力を買い取るが、
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このために、需要供給管理システム２０は、図２に示した構成を有し、制限パラメータ設
定部２１にて、消費量と供給能力から供給余力を求め、供給余力に基づいて制限パラメー
タを設定する。具体的には、需要共有システム２０は、供給余力が小さいほど、当選確率
が高くなるような制限パラメータを設定する。
【０１０３】
　スイッチングシステム３０は図４に示した構成を有する。但し、本実施の形態では、ス
イッチング部３４は、電線Ｌ１を介して電力源１０と接続され、電線Ｌ２を介して蓄電池
７０と接続されている。ユーザは、調整係数設定部３５を利用して、電力の買い取り価格
が低い（供給余力が大きい）場合にも売電しやすくなるように、当選確率を調整すること
ができ、逆に、電力の買い取り価格が低い場合には売電しにくくするように、当選確率を
調整することも可能である。
【０１０４】
　また、上記の実施の形態では、供給余力に応じて制限パラメータ（当選確率）が連続的
に変化するようにしたが、供給余力に応じて制限パラメータが段階的に変化するようにし
てもよい。
【０１０５】
　また、上記の実施の形態では、制限パラメータとして需要供給管理システム２０から当
選確率を複数のスイッチングシステム３０に送信したが、制限パラメータは当選確率に限
られず、例えば、供給余力を示す値、供給余力に応じて変動する電力料金の単価等であっ
てよい。この場合には、スイッチングシステム３０の抽選部３３は、それらの制限パラメ
ータに基づいて、当選確率を求め、必要に応じて調整係数で調整した後に、抽選を行う。
このために抽選部３３には、制限パラメータと当選確率との関係を規定したテーブルが記
憶されており、抽選部３３は、このテーブルを参照して制限パラメータを当選確率に変換
する。
【０１０６】
　また、スイッチングシステム３０が、調整係数設定部３５が条件設定機能を備えていて
もよい。条件設定機能を有する調整係数設定部３５は、電力の単価が所定の条件を満たす
場合にのみ、抽選に基づいてスイッチング部３４を接続し、又は切断する。制限パラメー
タが消費対象の価格を反映している場合には、調整係数設定部３５は、消費対象の単価が
所定の条件を満たすか否かを制限パラメータによって判断できる。例えば、ノードが消費
箇所である場合には、調整係数設定部３５にて、消費対象の単価（買値）が所定の価格よ
り低い場合にのみ、抽選に基づいてスイッチング部３４を接続し、又は切断し、ノードが
小規模供給源であるときは、消費対象の単価（売値）が所定の価格より高い場合にのみ、
抽選に基づいてスイッチング部３４を接続し、又は切断してよい。
【０１０７】
　また、条件設定機能を有する調整係数設定部３５は、所定の条件を満たすときには、当
選確率を１００％とし、所定の条件を満たさないときは、当選確率を０％としてもよい。
このような調整係数設定部３５は、所定の条件を満たす場合にスイッチ部３４を接続し、
所定の条件を満たさない場合にスイッチ部３４を切断することになる。
【０１０８】
　なお、以上に説明したように、本明細書において「ノード」は、中央供給源から供給さ
れた消費対象を消費する消費箇所と、中央供給源に消費対象を供給する小規模供給源の総
称である。そして、本明細書において「ユーザ」というときは、ノードのユーザをいい、
従って、中央供給源から供給された消費対象を消費する者と、中央供給源に消費対象を供
給する者の総称である。また、本明細書において、「小規模供給源」の「小規模」は、そ
の供給源が必ずしも小規模であること要求するものではなく、中央供給源より小規模であ
ることが多い中央供給源以外の供給源を中央供給源と区別するために用いられている。
【符号の説明】
【０１０９】
　１００、１０１、１０２　需要供給バランシングシステム
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　１０　電力源
　２０　需要供給管理システム
　２１　制限パラメータ設定部
　２２　送信部
　２３　アンテナ
　３０　スイッチングシステム
　３１　アンテナ
　３２　受信部
　３３　抽選部
　３４　スイッチング部
　３５　調整係数設定部
　３６　約定情報生成部
　３７　送信部
　３８ａ、３８ｂ　アンテナ
　３９　受信部
　４０　電力消費機器
　５０　料金計数器
　３０１　携帯端末
　３０２　スイッチング装置
　Ｌ１、Ｌ２　電線

【図１】 【図２】

【図３】
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【図７】 【図８】
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